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イー ･ モバイル 









































































































































3/2001 3/2002 3/2003 3/2004 3/2005 3/2006 
DSL  (63%) 
CATV  (14%) 




















CATV 14% 約 300 社 







市場規模 8,000 , 億円 
地域系含め 300 社以上が存在 
J - COM 
その他地域事業者 
固定ブロードバンド市場 （約 2,400 万加入） 
ADSL 63 ％ 約 30 社 







































例） 開発コストの負担 / SIM  カードの扱い / 販促費用の負担 
・高い品質及び信頼性を求められる 
・従来の RYO 型からオープン API 型のアーキテクチャーへ 
・「アクセス」から「コンテンツ」までの垂直統合モデル 






















ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ 1.5 ％ ､ NEC1.4 ％ ､ ｼｬｰﾌﾟ 1.4 ％ ､ 三洋電機 1.4% 、 
京ｾﾗ 1.4 ％ ､ 東芝 0.6 ％ ､ 三菱電機 0.6 ％ ､ 富士通 0.4 ％ ､ 日立 / カシオ 0.3 ％ 


































































































































Hitachi, 3% Others, 8% 






り、無線基地局あたりで数km四方をカバーできるWAN (Wide Area Network) の技術である。つま
り、面的にカバーしたエリア内で無線LANのような高速無線データ通信を比較的容易に実現するこ
とを目的とした技術である。
モバイルWiMAX を ITUが定める 3G携帯電話の標準規格IMT-2000のひとつに加える活動も行わ
れている。同時に、次世代のモバイルWiMAXの規格となる 802.16mをIMT-Advancedの標準規格に
提案する準備も進められている。これが実現すれば、携帯電話と同様に世界規模でローミングの実現
が可能となり、モバイルブロードバンドを世界中で利用することも可能となる。
WiMAXの日本導入方針については、総務省が過去２年ほどかけて議論してきており、その集大成
として最近2.5GHz帯の無線を利用した「広帯域移動無線アクセスシステム（BWA）」に関する免許
方針を最近発表した。BWAシステムにはWiMAXのほか、通称、次世代PHS、i-bust、Qualcomm-
TDDなどが含まれるが、免許取得を希望する事業者の大半はWiMAXの事業化を検討している。移
動体通信向けの割当は最大２社までで、新規参入事業者に割り当てる方針が示された。新たな無線サ
ービスの展開と市場活性化を図るため、既存の第３世代移動通信事業者やグループ会社以外の企業を
対象とすることが示された。ただし、既存事業者およびグループ会社でも３分の１以下の出資による
事業参加は許容するとした。従って弊社はじめ、NTTグループ、KDDI、ソフトバンクの各社は、出
資による事業参加は可能だが、直接の割当対象からは外れることになる。要件審査項目も３年以内に
サービス開始、５年以内に各管内のカバー率を50％以上にするという非常に厳しい内容となっている。
そのほか、開設計画の適切性と計画実施の確実性、MVNOへの無線設備開放なども示され、先進性
の高い免許方針となっている。WiMAXでは、これまでの携帯電話ビジネスの特徴であった端末から
コンテンツ・アプリケーションまでを一体サービスとして事業者が提供する垂直統合モデルから、ネ
ットワーク運用事業者と端末、コンテンツ・アプリケーション提供会社を分離する水平分業モデルへ
のシフトが期待されており、結果としてMVNOも免許方針に盛り込まれることとなった。
通信業界の世界的構図を大雑把に言うと、第３世代WDCDMAが日欧の既存キャリアベースにITU
連合、垂直統合型ビジネスなのに対し、WiMAXは、韓国、台湾、米国、新興国のキャリアをベース
にIEEE、インターネット中心のオープン水平分業型モデルと比較され、インテル、モトローラ、サ
ムスンといった企業が大変注力している。
弊社イー・アクセスではWiMAXを使ったビジネス構築に向けて様々な取り組みを行ってきた。総
務省での技術基準策定に関する議論にも積極的に貢献し、WiMAX Forumなどの国際会議でも少な
からず存在感を示してきた。技術開発面では、東京港区において過去１年以上にわたりフィールド実
験を繰り返し、事業化に必要とされる多くの無線技術のノウハウを蓄積することができた。今年６月
からは、慶應義塾大学湘南藤沢キャンパス（SFC）で産学協同のフィールド実験を開始し、無線技術
のみならず高速モバイルということで新しいアプリケーションの開発も期待される実験に積極的に取
り組んでいる。
5．おわりにかえて
日本では通信サービスにおいてあまりにもユーザーが外国との比較が見えにくい市場環境がユニー
クになっていて、料金だけでなく携帯端末メーカー、地上局設備、知財などすっかり取り残されてき
ていると思う。パソコンやソフトウェア関連のITの世界ではグローバルな競争力がないと即、メー
カーは市場退場・崩壊する破目にあうが通信キャリアビジネスではその状況がなかなか起こらないあ
る意味では“ノン・グローバル・ビジネス”である。日経新聞編集委員兼論説委員の関口和一氏によ
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ると「国滅んで通信キャリア残る」と揶揄されているが、国内通信メーカーの方が最近も皮肉っぽく
“私どもは奴隷です、完全に破壊されないとこの構造は直らない”と仰っていたのが耳に残る。
日本人がグローバルにモノを見、行動するというのは簡単なことではない。技術内容で優劣を論じ、
ビジネスで交渉し、相手を説得し、プロジェクトを纏め上げるリーダーシップを発揮出来る日本人の
数は今の日本では限られているのではと思う。
総務省発行の2007年版日本の情報通信白書によるとIT製品の世界でのシェアの低下もここ10年で
ノートパソコン 15％→10％
半導体 28％→14％
液晶パネル 52％→10％
DVD 30％→15％
と著しい。今やものづくりは世界的な規模の水平分業モデルで急進している。
台湾がITで52州目の米国と言われて久しく、今や世界のノートパソコンの90％、WiFi製品では
95％のシェアを持つに到っている。一方世界の動きではシリコンバレーでIT、ソフトウェア中心に
台湾、中国、韓国、インドの出身者が活躍していることは良く知られているが、最近ではWirelessの
技術者で活躍するイスラエル人とイラン人（正確にはペルシャ人）には驚かされる。イスラエルは国
の軍事技術と人の流れ、ペルシャ人は多くがホメイニ革命で米国に難民として移住した家族の子弟が
教育受け、世界的なWireless技術者を輩出している。
弊社創業者、千本倖生会長は京都大学電子工学科での同期であるが、NTTに身を置き母校で学ん
だ基礎をベースにフロリダ大学に留学、学位を取得した。その留学中に後の人生に転機を起こす大き
なショックを受けたという。その原点がKDDI，ウィルコム、イー・アクセス、イー・モバイルとい
う４つの通信ベンチャー会社を創業させ成功させてきている。私は菊地誠氏の「現代の技術者」とい
う著書に触発されアメリカのPh.D.を取得したいとイリノイ大学に留学、IBMでITやシステム設計、
ものづくりに身を置いてきた。歩いた道は異なるが、共通の思いは日本の国の産業競争力がもっと強
くなり、通信業界一つにしてもドメスティックな思いにとらわれず真の世界の一員として仲間に入っ
て行く若者がより多く輩出するようにと願っている。この小論文が少しでも役に立てば幸いである。
